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一般質問

町長 施設は、人を呼び込むことを優先する考えでいる

情報発信施設としてではなく、「道の
駅」に情報発信機能を持たせ人を呼び
込む

西村　良伸　議員

一般質問

一般質問

インフォメーションセンター建

設基本構想について 

　この施設は人を呼び込むことが

最大の目的で、市場性調査等を行

い、施設の規模やデザイン、運営

方針など基本構想を策定する考え

と答弁されている。基本構想素案

の検討や、施設の検討調査業務委

託結果を踏まえ、26 年３月議会ま

でに基本構想や予算について決定

すると答えているが、基本構想案

の策定について４点伺う。

　調査結果による交通量、商圏範

囲、住民アンケート等を受け、町

の特性を活かす方策、建設場所の

想定、規模をどの程度と考えてい

るのか。

　施設内の物販や飲食などが運営

の大事な要素で、計画決定に当た

り、関係団体やロイズ等との協議、

連携が必要と考えるが、見解を伺う。

　施設は情報発信を主としてス

タートした構想であるが、私は情

報発信施設の一部としての道の駅

ではなく、道の駅に情報発信機能

を整備し、まず道の駅に人を呼び

込む、そして情報発信機能により

町内にも人を呼び込む方が良いと

考える。情報発信拠点としての機

能と道の駅の機能を整理し、何を

優先して運営するのか、国・道の

支援を受けるための形態はどうな

のか見解を伺う。

　国道 337 号４車線化、平成 27 年

度整備に併せ完成という予定は、

実施計画の策定や法的な許認可を

含め、大変厳しいと思うが、今後

の進め方について伺う。 

町長　当別町近郊でのアンケート

結果では、農産物直売所の期待が

高く、農産物には新鮮さを第一に

求めており、これを施設に活かす

べき特性と考えている。建設場所

は、最大利用者と見込まれる札幌

市北区、東区の住民を商圏に捉え

ることと沿線道路交通量の 2 つを

重視、また札幌大橋方面から当別

町へ進入した際、最も目立つ場所

であることなども含め、国道 337

号と町道 17 線との交差点付近が適

地と判断した。規模は、調査結果

から約 33 万人が訪れると試算さ

れ、これを一つの基準に今後策定

する基本計画の中で最終的な規模

を決定する。

　人を呼び込むためには農協や商

工会などとの連携が必須であり、

ロイズとの企業連携も念頭に置き、

様々な角度から協力を得られるよ

う働きかける。

　施設は、人を呼び込むことを優

先する考えでいる。道の駅の登録

により、情報的、財政的支援があ

るため、道の駅を目指すことが効

果的と考えている。財源は農林水

産省、国土交通省、経済産業省、

北海道等の補助メニューを想定し

検討する。

　施設の着工までには基本計画、

設計業務を含めると約 15 ヶ月を

要する見込みである。また設計後、

農地転用等手続きに 3 ヶ月ほど要

する。地盤改良に最低 1 年を要し、

その後建設工事に１年弱の期間を

見込むと現段階の工事着工は平成

27 年度を想定している。

暴風雪対策について 

　今年３月の猛烈な暴風雪で、本

町でも71台の車両が立ち往生した。

　また、例年吹雪による多重衝突

事故が発生しており、その時の対

応が大切である。町地域防災計画

では、雪害予防や交通確保等につい

て書かれているが、３点伺う。

　暴風雪により立ち往生した車両

の救助で、どんな対応をしたのか、

今後同様な暴風雪に襲われた場合、

町民の安全が確保できるのか。 

　昨年からの豪雪で除排雪に対す

る住民からの苦情や要望、雪捨場の

問題など課題があったが、除排雪対

策についてどのような検討をして

きたか。

　暴風雪警報、降雪等気象の情報化

が進んでいるが、平成 13 年３月以

降改正されていない町地域防災計画

について、今後の災害対応の誤りを

防ぐためにも、直ちに見直す必要が

あると考えるが、町長の見解を伺う。

　道の駅整備事業は町で最も優先す

べき事業として、町民は大変期待と

関心を持っている。住民参加型で町

が一体となり取組むことが大切と考

えるので、対話の場を設けるよう要

望する。また、災害・防災対策、交

通安全は人命に関わる事業とし、優

先して予算化をするよう要望する。 

町長　役場において事前の気象情

報により、担当職員が除排雪業者や

総務課とも連絡を取り体制の確認、

また夜間になり役場、当別消防署、

札幌北警察署などから多くの連絡

が入り担当者が対応にあたった。

　連絡体制の一層の強化、除排雪

車両の購入、幹線道路と生活道路

の道路区分の見直し、排雪作業の

効率化を考慮した面的作業の導入、

本町地区における町民専用の近場

の雪堆積場の確保、主要交差点の雪

の堆積高さを低く押さえるなどの

改善を行う。

　地域防災計画については役場の

みで変更可能な箇所はすでに修正

済みである。そのほかの計画内容は

関係機関と協議を行い、全体の見直

し作業を平成 26 年 3 月までに完了

する予定である。

札幌大橋から渡ってすぐの札幌市北区と東区

を商圏に捉えている

札幌大橋

当別町

石狩川

札幌市
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一般質問

町長
個別の避難計画の策定とともに、避難ガイドブック
の要素を含めた周知活動についても検討する

要援護者の避難対策強化を

　石川　和栄　議員

　いざという時に、障がい者や高齢

者を災害の恐怖からどう守るか！

　東日本大震災から２年10ヶ月、

大震災では障がい者の死亡率は

健常者の 2 倍以上にもなってい

たことが分っている。また、命

を取り留めたものの、その後の

避難生活で大きな忍耐を強いら

れた障がい者が多数いたと聞い

ている。防災対策の立案から実

施まで全段階に災害弱者の視点

に立った対策を強く考える。

①災害発生時における個別の支

援。行動計画を事前に細かく決

めて訓練するなど、「個別避難計

画」を策定し、日頃から地域で

要援護者を支える態勢を整備す

ることが重要と考える。

②要援護者やその家族が迅速に

避難するための「避難ガイドブッ

ク」の作成を町が先導すること

が大事ではないかと考える。町

長の見解を伺う。

町長　災害発生時の要援護者支

援に関する取り組みにはいくつ

かのステップを踏んで実行する

必要がある。ひとり暮らし高齢

者や障がい者などの要援護者を

登録した地域福祉支援台帳が今

年の 9 月に完成したことから関

係者や町内会に順次、情報提供

を進めている。次にこの台帳に

ある情報などを活用し、日ごろ

の地域での見守り活動や緊急時

や災害時における要援護者の支

援につなげる。災害時の要援護

者の支援は、隣近所といった地

行政サービスの一環として、家

族の死亡後の公的手続きの冊子

の作成について

　ご家族を亡くされた町民（特

に高齢者）の方から「家族が亡

くなった時に発生する公的手続

きが分かりづらく、何回も足を

運ばなければならず大変だ。一

目でわかりやすく、手順よく手

続きできるものがあれば助かる」

との声がある。

　家族などが死亡したことで発

生する公的手続き（たとえば年

金、後期高齢者医療、介護保険、

税、財産など）に関する必要書類、

窓口、連絡先、住所などが明記

されている冊子の作成について

町長の考えを伺う。

町長　家族が亡くなった後に役

場で行う手続きは、役場本庁舎

とゆとろに分かれ、役場以外で

は生命保険や預貯金、財産の相

続や名義変更など多岐にわたる

ことから高齢者の方が手続きを

される場合の負担は大きい。現

在は役場の窓口で主な手続き内

容とその窓口を職員が案内して

いるほか、夜間休日の場合は文

書により手続き窓口情報を提供

しているが、高齢者の方にもよ

りわかりやすいよう、リーフレッ

トを作成するとともに町のホー

ムページにも掲載し、行政サー

ビスの向上に努めていきたい。

早期に曇りにくいカーブミラー設置を

域の身近な人々が支援者として

関わることが最も重要であり、

行政としてはいわゆる共助とし

ての地域の体制が着実に推進さ

れていくよう支援することが必

要であると考えている。今後は、

災害時の要援護者対策の取り組

み方針を明らかにする全体計画

として、災害時要援護者避難支

援計画の策定に取り組み、町内

会の協力を得ながら自力で避難

できない要援護者ごとに作成す

る個別の避難計画の策定ととも

に、避難ガイドブックの要素を

含めた周知活動についても検討

する。

曇りにくいカーブミラーの設置を

　早朝に冷え込む河川の堤防沿

いなどでカーブミラーが曇りや

すく、通行に支障を来たし、事

故のもとになっている。

　冬場の交通安全対策として、

雪や結露、霜などでも曇りに

くい曇り防止機能付きカーブミ

ラーの導入を強く考えるが町長

の見解を伺う。

町長　カーブミラーは 34 ヶ所設

置されており、すべてアクリル

製である。曇りにくいカーブミ

ラーはステンレス製や強化ガラ

ス製などの使用で改善されるこ

とから、危険性の高いところよ

り優先的に改善していく。
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一般質問

町長
ダム周辺の観光施設や集客施設などの整備と合わせて

行うことが一層の効果を発揮するものと考えている

当別ダム、道民の森の多目的な連絡道
路の整備について

　古谷　陽一　議員

ダムを見下ろせる展望台も観光スポットの
一つ

　当別ダムが昨年１０月に完成

し、多くの人々が観光に訪れて

いる。当別ダムの建設に合わせ

て国道 275 号から道道当別浜益

港線を結ぶ町道中小屋線の工事

が完了し通行しやすくなった。

この道は、ドライブルートとし

ての利用が見込まれる。しかし、

この道路は中間の約１．５km は未

舗装である。近年のゲリラ豪雨

により砂利道は通行には危険な

状態となり、イメージダウンと

なっている。また、異常気象等

により、万が一事故や災害が発

生した場合この道は迂回路とし

て、また、多目的な連絡道路と

して重要であると考える。この

道の整備に対する町長の考えを

伺う。

町長　町道中小屋線は観光ルー

トや緊急時の迂回路などの路線

として重要であると認識してい

る。今後の町の活性化対策にお

いても寄与する路線と考えてい

るが、ダム周辺の観光施設や集

客施設などの整備と合わせて行

うことが一層の効果を発揮する

ものと考えている。今後は交通

量の増加も想定され、悪路によ

るイメージダウンなど、安全面

や観光面において支障をおよぼ

すことのないよう路面状況を随

時管理しながら整備の方向性を

見出していく。

災害に備えた消防施設、詰所の

充実について

　近年、経験したことがない大

雨や竜巻、土砂災害などが発生

し、また、高齢化社会の到来に

より、安心に暮らすためにも「消

防団」の活動に大きな期待が

寄せられている。そんな中で築

５０年以上も経過している詰所

もあり老朽化が進んでいて、消

防団の活動に支障をきたしてい

る状況もある。多様化する災害

に迅速に対応するため、施設の

整備の充実について町長の考え

を伺う。

町長　消防団の施設の整備等に

ついては各消防団から当別消防

署への要望を踏まえ、緊急性、

必要性に応じ、当別消防署にお

いて対応してきている。今後も

地域の防災力、消防力の維持向

上を図るため、当別消防署と協

議していく。

北海道医療大学と当別町との包

括連携推進協定について

　１１月８日に北海道医療大学

と当別町が包括連携協定を締結

した。まちづくりや賑わい、地

域ブランド創出など、福祉施設

や小中学校を活動の場として人

材育成などを図るとされている。

この協定に基づいて、いつどん

な事業、どのように取り組まれ、

どのような成果を期待している

のか、その考えや具体的な事業

があれば伺う。

町長　大学との連携によって、

他市町村で享受できない高いレ

ベルの医療福祉施策を進めてい

くことに関しては大きな期待が

持てる。また、小中高大学すべ

てが揃っている町として、様々

な場面で連携が深まればさらに

優位な教育環境を創出できるこ

とになり、強く町をアピールで

きる材料になると考えられる。3

千名を超える学生が大学に存在

するので、大学生の町内居住を

推進し、行く行くは学生が地域に

溶け込み、コミュニティ活動

などで活躍するような展開にまで

発展できるよう仕掛けて行きたい。

町営住宅の状況と今後の方針につ

いて

　町営住宅について、これまで

の「事後改善」から「予防的改

善」の視点に立ち、「町営住宅長

寿命化計画」を策定し、住宅供給

と管理運営を行っている。そこで

町営住宅の入居状況や維持管理、

運営状況などの抱えている課題に

対し、どのような改善策を考えて

いるか伺う。また、「長寿命化計

画」の進捗状況や新しい取り組み

の中で計画の修正などがあるのか

伺う。

町長　町営住宅の運営について、

原則入居者からの家賃収入を基本

とし、運営を行っていくことと考

えているが、平成 24 年度の家賃

滞納額は 4,400 万円にものぼり、

適切な管理、運営や公平性に支障

をきたしているため、収納対策の

強化を図っているが一般財源を充

てざるを得ない状況である。今後

は昨年度策定した住宅マスタープ

ラン及び町営住宅長寿命化計画を

ベースとするが、民間事業者との

連携に向けた作業をさらに推し進

めていく。
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一般質問

町長 米の生産調整、転作への支援が廃止されれば農業
への影響は計り知れないものとなる

米の減反政策の廃止の影響は

柏樹　正　議員

　政府は、米の生産調整を５年後

に全廃して生産量も価格も市場任

せにする「米政策の転換」を決定

した。ＴＰＰへの参加により関税

撤廃、米の輸入の増大を見越して

米への国の関与を全面的になくそ

うとしている。当町の大規模経営

農家や集落営農にとっても大きな

打撃を受け、地域経済にも影響は

大きいと思うが、当別町における

影響と、町の対応を伺う。安全な

国産米の生産と安定供給は、消費

者にとっても大事であり、備蓄対

策も含めて国が責任を持つよう町

長としても国に要請をすべきと考

えるがどうか。

町長　米政策の見直しによる当別

町への影響は、米の直接支払交付

金が 26 年には半減となり、30 年

に廃止となるため、農業所得の減

少が想定される。本町は米の生産

調整として年間約 37 億 5,000 万

円の交付金を受け、農業生産を維

持している実態にあり、生産調整、

転作への支援が廃止されれば農業

への影響は計り知れない。今後の

対応として制度内容の詳細を見極

め、町内の農業関係団体で構成さ

れる当別町農業再生協議会で検討

を進め、状況によっては、国に対

し、関係団体とともに要請、要望

活動を行う。

町民に負担増を求めない姿勢を

　国の予算で住民負担の増加が予

想される。消費税増税は住民生活

のあらゆる場面で苦しい暮らしを

いっそう圧迫する。その影響を最

低限にとどめることを予算編成の

基本姿勢とするよう求める。

町長　消費税の増税により町の歳

出で約 4,000 万円の増加、歳入で

は地方消費税交付金の増加が見込

まれるが、普通交付税の算定上で

は、基準財政収入額の増加による

交付額の減額が想定される。緊急

経済対策などの財源を充分に活用

して雇用創出につながる経済活動

の活性化や行政サービスの効果的

な提供につながるよう予算編成を

進めていく。

報酬審議会の予算化を

　町長など特別職の報酬につい

て、平成 10 年以来、審議会は一

度も開催されずに 15 年経過する。

報酬の水準は、活動に対する住民

の理解の度合いによって決めるべ

きで近隣市町村の状況や町民の感

情を考慮して、指摘・意見を求め

ることは大事でないか。

町長　町の現状、経済情勢や社会

情勢を的確に判断し対応してきた

ところであり、これからも同様の

対応をしていきたい。来年度中に

報酬審議会を開催することは考え

ていない。

再質問

　管内の市町村の報酬と比較をし

て町長はどう感じているか。任期

中も開催を求めるつもりはないの

か。本俸を変えずに手当をカット

し続けるということが適切な方法

だと思うか。　

町長　管内との比較は町が 1 つし

かないため比較がしにくい状況で

ある。経済情勢、社会情勢を的確

に判断することが大前提なので、

任期中に開催するかは現時点では

答える状況にない。従来どおり期

末手当での削減で対応したい。

地域担当職員制度の成果と課題は

　民主的な運営を基礎に活動をす

る町内会の自主性を尊重して役場

職員がサポート的に入っていくこ

の制度、地域から歓迎される制度

になってきたか。地域から見ての

有効性と役場から見て効果が出て

いるか、担当した職員自身がみず

から地域活動への参加意識の高揚

に結びつき、地域と行政を結ぶ公

務員としての役割・自覚が高まっ

たか、地域の要請に応えることが

できたかなど、具体的な成果と今

後の課題と方向性を問う。

町長　これまで町内会長から町内

会館の修理や町道や公園の補修な

ど 2年間で 85 件の要請があり、対

応をした。大雪には町内パトロー

ルを行い、危険箇所を情報共有し

除雪、屋根雪下ろし事故防止の周

知活動を実施するなど地域と町と

の連携を深めてきた。少子高齢化

が進む中、地域住民の支えあいは

ますます重要となるので地域担当

職員制度は今後も続けていく。

教育行政について新教育長に問う

（当別の教育環境をどうみるか）

教育長　すべての学校を訪問した

が、児童生徒が落ち着いて授業や

部活動に取り組んでいるとの印象

を受けた。しかし、学力に関して

は課題が大きいと感じた。当別町

の学校教育振興の抜本策として、

児童生徒の減少による学校再編の

動きと合わせて、当別町独自の一

貫教育導入を考えており、小中学

校の 9 年間を一つの単位とした連

続性のある教育課程により一体型

一貫教育について早急に方向性を

確立し、実現に向けて努力していく。

国産米の生産と安定供給を
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一般質問

町長
あらゆる方策を排除することなく施設機能の検討
を進める考えである

町長の重点施策の一つ　人を呼び込む
施策“道の駅”について幅広く問う

　秋場　信一　議員

当別の農産品をどう活かすか

町の情報の発信拠点として

　地元の商店や飲食店情報が発

信出来る機能が備わると考える

が、イベント等に広く参加を募

りオール当別体制が望ましいが、

その考えは。

町長　イベント等、お客様に満

足いただくべくオール当別の体

制も必要と考えており、今後基

本計画の策定において、関係団

体との協議を進める考えである。

複合型は考えられるか

　成功例からみて、リゾート型

との融合展開は、大都市圏を期

待した有効な集客手段と考える

が、町長の考えを伺う。

町長　施設機能をどのようなも

のにするかは今後策定する基本

計画の中で検討を進めていくが、

この施設機能の検討が施設の複

合のあり方の検討でもある。ま

た施設の目的である人を呼び込

むためには他にはない独自性が

必要となる。このためロイズと

の企業連携をはじめ、あらゆる

方策を排除することなく施設機

能の検討を進める考えである。

案されているが、地元の商工会

や農協等と連携をとり専門性の

高いノウハウや知見が必要であ

り、積極的な検討協議を進めて

頂きたいが、町長の考えを伺う。

町長　6 次化は所得向上につなが

るもので、今後、農協、商工会は

もちろんのこと、様々な分野の農

業者、商店、加工業者の方々とも

協議を進めたいと考えている。

地元の商工業者との連携をどう

取るか

　特に製造、飲食、物販業としっ

かり協議を持ち、農産品直売場

や“ロイズ”は言うまでもなく、

調査から見える当別への期待は

食に強調されている事から、商

品構成など施設にどのように展

開していくのかを伺う。

町長　既存飲食店によるサービ

ス提供を想定しているが、最も

大事なことは、いかに消費者ニー

ズを的確に捉え、収益を確保し、

永続的な運営を実現するか、な

ので、事業の詳細は今後の基本

計画の策定の中で検討していき

たい。

運営と資金源について

　広く町民が参加出来る意味で

町長が所信で示したファンドや

株主制度は有効な手段と考える

が、現状での考えを伺いたい。

町長　運営面では様々な角度か

ら多くの町民の協力が必要とな

り、またどのような運営体制が

望ましいか検討しなければなら

ない。資金面でも一つの方策と

して、ファンドによる資金調達

も有効と考えている。基本計画

の中で様々なシミュレーション

を行い検討を進めたい。

コンセプトについて　

　現在、道内の道の駅は 114 ヶ

所と全国で一番多く、その独創

性や独自のコンセプトが求めら

れ、町が持っている再生可能エ

ネルギーの考えを全面的に取り

込む施設や自然や農村環境を活

かした大胆なエコロジー空間を

取り入れる等、コンセプト型道

の駅として位置づけ出来ないか。

当別らしい道の駅をどのように

考えるかを伺う。

町長　町の独自性で言うと環境

配慮型の「ふれあいバス」の取

り組みがあるが、さらに発展さ

せ施設のエネルギー源に雪や太

陽光、木質バイオマスといった

再生可能エネルギーを利用した

エコタウンを視野に入れること

も非常に有効な手法と考えてい

る。あらゆる角度から可能性を

検討しており、最終的には基本

計画の中で、建設コストやラン

ニングコストを踏まえ決定する

考えである。

規模について

　今、絞られている西部地区で

の場合、委託先の調査結果やア

ンケート結果から車両台数や近

隣の人口の呼び込みを加味する

との事だが、巨大市場を呼ぶ事

こそが成功に繋がるのでは。

町長　調査で示された計画交通

量から算定した規模を一つの基

準としつつも、施設機能を踏ま

えた適正規模の決定に向け、今

後の基本計画の中で作業を進め

る考えである。

施設内に６次化をどのように盛

り込むのか

　農産品を活かした６次化も提
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一般質問

町長
教育委員会への所管換えについては、個別業務ご
とに検討し、判断する

教育・子育て行政について

後藤　正洋　議員

　就学前教育の充実と少子化へ

の対応、幼児と地域とのふれあい

交流を図る等の観点から、福祉部

の一部業務内容を教育委員会に

移管し、教育委員会内に、幼稚園・

保育所のほか、子育て支援や母子

福祉、児童虐待等に関する事務を

一括所管する課、仮称「こども課」

「幼保支援課」を新設する考えは

ないか伺いたい。

町長　福祉部内の他の部署との

連携や町内外の福祉関係機関や

団体との連携協力があって円滑

に進む業務があることから、一

貫教育、特色ある教育を具現化

していく中で、教育委員会への

所管換えについては、個別業務

ごとに検討し判断する。

教育長　福祉部の一部の移管に

ついて、困り感のある幼児就学

に対しては福祉関係機関から情

報を共有した中で協議をし、引

継ぎを十分に行い、問題行動な

どの事案には、家庭の問題等が

ある場合には福祉関係者とも密

接な連携を取り問題解決を図っ

ているが、福祉部の業務と一体

化した方がより効果的となれば、

教育委員会に諮り協議したい。

福祉行政について

　子供を安心して育てる環境の

整備は急務。子ども発達支援セン

ターの取り組みについては、一定

の評価をしているし、出来る範囲

で最大の努力をしてきている。し

かし、恐らく実態は障がい児全て

を把握しきっているとは言い難い

と感じているし、個別の指導にお

いても療育指導の充実を図るべき

であると考えるが、今後の改善

に向けての考えは。

町長　障がい児支援の強化とし

て、療育の充実、保育所等との

連携を一層深めるため、昨年度

より町職員を配置し、運営して

いる。現在の施設面での不安は

寄せられているが、指導体制、

内容についての不安はないと認

識している。今後の利用者増や

保育所等訪問支援の充実、相談

支援事業などに対応するため、

指導員体制を拡充するとともに、

当センター新設により、施設面

でも療育環境を整備していきた

いと考えている。また作業療法、

理学療法等の技術的支援確保、

指導員のスキルアップも図るた

め、今後北海道医療大学と連携

し、さらなる療育の向上に努める。

英語教育について

　町長が施策の柱の一つとしてい

る教育の差別化をどう図るかとい

う観点から、教育長は今後どのよ

うに進めようとするのか伺う。

　１点目は、子供への保育園・

幼稚園と小学校での英語教育の

導入について、特色ある当別な

らではの教育内容のひとつとし

て、夢の国幼稚園で行っている

英語保育に関する内容をどの園

も自園のカリキュラムに盛り込

み、週に１時間程度共通で行え

ないか。さらに、現在は週１時

間程度小学校の５年生から行わ

れている英語にふれる時間を、

小学校の１年生から週１時間程

度実施できないか。

教育長　現在、幼児から英語に

ふれる取り組みを夢の国幼稚園

やふとみ保育所で行っているこ

とや小学校 5 年生までの連続性

を持たすこと、少子化対策戦略

プランの実現のため、小学校 1

年生から 4 年生までを平成 26 年

度より年間 10 時間にするよう進

めている。

放課後子供プランの実施について

　当別町も国の「放課後子供プ

ラン」に則り事業展開できない

かということである。年齢制限

を緩和する。最低でも小学校６

年までの児童を対象にできない

か。特に西当別地区では老朽化

した青少年会館を使っているが、

西当別小学校のつくりは各学年

３教室の設計になっており、配

置を工夫すれば現状でもプレイ

ハウスの受け入れは可能と考え

るが教育長の見解を伺う。

教育長　年齢制限を拡大し、学

力を向上させるなど、より充実

させるために 6 年生までを対象

とすべく町長部局で実施に向け、

現在検討していると伺っている。

教育委員会としても子どもたち

の生活環境を含めさらに充実さ

せるための検討に入っている。

西地区でのプレイハウスについ

ては、26 年夏季休業終了時に西

当別小学校に移設すべく町長部

局と協議を進めている。

福祉部の一部業務内容を教育委員会に移管することは


